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別紙

委員長　　　　開会宣言

議長　　　　　あいさつ

町長　　　　　あいさつ

委員長　　　　これより議事にはいります。

議案第２号

委員長　　　　本委員会に付託されました、議案第2号平成20年度長久手町国民健康保険特別会計予算についてを議題といたします。議案第2号について、執行部の説明を求めます。

住民課長　　　議案第2号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第2号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑のある委員は挙手を願います。

原田委員　　　後期高齢者医療に移行する分老人保険拠出金が減るなど、様々な出入りがあるが､トータルとして保険財政の歳出分が減ってきているのではないですか。　　　

住民課長　　　前年と比較してトータル5,031万1,000円の減です｡75歳以上の方が抜けても大きな変動はありません｡
原田委員　　　国保加入者の1人当りの保険税は来年度いくらになりますか。19年度と20年度で比較するとどうなりますか。
住民課長　　　予算上では平成19年度が１人85,597円、平成20年度が87,845円と算出しています｡
川本委員　　　高齢者の問題や国保の健康診断に関する絡みもあり、最終的に高齢者は国保から離れることになるが実際大きな問題はないですか｡　　　
住民課長　　　町の実状から申しますと、75歳以上の方が抜けると国保税もかなり下がることが見込まれます｡国保会計を維持していく上で、残った方の税収と見合わせ来年度以降長期的に健全にやっていけるか判断が必要になるかもしれません｡
原田委員　　　歳入の方で、全体としては5,031万円減になっている。所得割･資産割・平等割・均等割で分けて保険税を払うことになるが､その増減の集計資料はありますか｡
住民課長　　　予算に占める割合としては、所得割が19年度59.3％が20年度は58％に、資産割9.62％が7.32％に、均等割では19.96％が22.10％に、平等割10.08％が12.60％になります。

原田委員　　　後期高齢者医療に移行することで影響がありましたか。資産割が減った分だけ割合として他は上がったということになりますか｡

住民課長　　　75歳以上で資産を持ってみえる方が抜けられるのではないかと見受けられます｡
原田委員　　　メタボリックシンドロームを減らせば医療費が下がるということですが、予算の中で特定健診の費用が1,069万円しか増えていない。これで一体どれくらいの人を対象に取り組むのか。健診の内容が変わり、項目が減って費用も減るから1,069万円の増でいいということですか。
住民課長　　　昨年と比べトータルで１千万円程増えますが、健診にかかる経費としては直接健診の委託分1,668万5,000円、2,500人分を見込んでいます｡従来基本健診に対し国保会計から850万円を補助として支出していますので差し引き1,000万円ということですが、実質1,668万5,000円の支出を見込んでおります｡
健診内容につきましては、国から示された基本項目はメタボリックシンドロームに特化した内容になっていますが、町では今までの健診内容を落とさないよう、持ち出しは多いですが住民の健康を第一に考え、従来と同じ項目で医師会とも話し、取り組みます｡　

原田委員　　　国が減らすことを要求している健診対象者ですが、2,500人は全体の何割くらいですか。
住民課長　　　当初は40％を見込んでいます｡9月30日現在40～74歳までの健診対象者で6,080人、そのうち初年度は40％の受診率で2,431人を見込んでいます。ちなみに19年度の国保加入者の基本健診受診率は38％です。国の最終的な目標は平成24年度までに65％です。
伊藤委員　　　特定健診について、国と県の負担割合は。国は4分の1くらいですか。　
住民課長　　　基準額の3分の1ずつで、国と県の補助合わせても必要経費の26.8％ほどにしかなりません。
伊藤委員　　　国が制度を変えておいて負担が少ないのはなぜ。メニューが変わるとか、町が余分にやるということですか｡
住民課長　　　健診内容は落とせません。従来から国保会計から基本健診に補助は出しておりましたので､若干増えますが将来の医療費削減を見込んでおります｡
伊藤委員　　　町が一生懸命やっているということですね｡
原田委員　　　メタボリック健診の結果が悪い人を指導する体制は、予算でどう確保しているんですか。

住民課長　　　健診の実施とその後の指導については、とりあえず初年度は外部委託せず健康課の保健師が行います｡　
原田委員　　　これまで健康課の保健師は乳幼児、妊産婦健診などに力を入れてきた。介護保険が始まっても高齢者に対する充分な健康指導や地域保健ができなくなっています｡今後体制としては一緒になるが大丈夫ですか｡
民生部長　　　初めてのことなので不安もありますが、与えられた職員の数でやっていくしかないという考えです｡
伊藤委員　　　外部委託しないということですが､健診は全部保健センターではなく､病院で受けた人は病院の先生が指導するのではないですか｡　　

住民課長　　　健診は個別と集団を行い、個別の方は開業医で行います｡開業医では結果説明はしますが、その後の指導については時間がかかりますので、こちらに結果をもらい指導させていただくということです。初年度積極的に指導しないといけない人は72人を予定しています｡
伊藤委員　　　2,500人で、改善目標は25％と記憶していますが、72人で達することになるんですか｡
住民課長　　　特定保健指導については、初年度は健診を受けた方の35％の実施を見込んでいます。72人というのはそのうち積極的に支援し追跡調査を行っていく人数です｡全体では201人で、最終的には5年後に45％までもっていくよう国の指針が出ています｡
伊藤委員　　　初年度ということだが、医師会、病院はもう保健指導はしないということですか｡　　
住民課長　　　特定保健指導には産業医の資格が必要です｡初年度については体制が整いませんが、ゆくゆくは視野に入れたいと考えます｡
原田委員　　　国が求める改善結果が出なかったら調整交付金が削減される。相当厳しく生活指導しないといけないと思いますが今の体制で大丈夫ですか｡今年やってみないとわからないということですか。
住民課長　　　調整交付金ではなく後期高齢者支援金でペナルティはあります｡基準は詳しく決まっていませんが､5年後の結果によってプラスマイナス10％、最大20％の差が出ます｡
原田委員　　　支援金として私たちが納めるのは、医療分、介護分、プラス支援金だが、私たちが納めた支援金以上に納付金として納めることになるのか、支援金がそのまま納付金としていくのか、どのようになるのか。
住民課長　　　後期高齢者支援金はおよそ半分を税金、後は国・県の補助です｡

原田委員　　　高齢者の負担が大きくなると思うが､１人2,300円位増えるのでは｡年金者への課税所得の変更により､激変緩和ということで19年度まで３年にわたり値上がりしてきた。2008年度は激変緩和がなくなるが、国保税はいくらになるのか。

住民課長　　　詳しくは調べておりません｡

委員長　　　　他にございませんか。なければ質疑及び意見は以上で終了いたします｡続いて討論採決を行います。

最初に反対討論を行います。ございませんか。

原田委員　　　医療制度が大幅に変わり､後期高齢者医療制度に75歳以上の方が移行されます。私たち被保険者にとっては、医療費を削減するという国の指導が強くて健診も変わっていくことになった。私が心配するのは保険税が上がることと健康診断の内容が変わること、町も他の市町に比べれば支援していますが、全体的には国保加入者の権利の点で充分でない。残念ながら認められません｡

委員長　　　　その他ございませんか｡無いようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

無いようですので、採決を行います。議案第２号平成２０年度長久手町国民健康保険特別会計予算について原案のとおり賛成委員の挙手を求めます。

挙手多数であります。よって議案第２号について原案のとおり可決することに決しました。

（反対：原田委員）
議案第１０号

委員長　　　　次に議案第10号平成19年度長久手町国民健康保険特別会計補正予算（第1号）を議題といたします。議案第10号について、執行部の説明を求めます。
住民課長　　　議案第10号について説明

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第３号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑のある委員は挙手を願います。ございませんか。

原田委員　　　保険給付費の療養諸費は1,032万円増え､国庫支出金は1,553万円、療養給付費交付金3,155万3,000円､県財政調整交付金は167万円程減りましたが、医療費が減って、減った分はありますか｡

住民課国保係長　一般療養給付費は増額で１千万円お願いしています。退職者の療養給付費は今のところ予算内に収まる予定です。交付金は若干少なめになりますので減額となっています｡予算内ぎりぎりで支払いは可能と見込んでおりますので今回減額の補正はしておりません。最終的にどれだけかかるか誤差もありますのでそれも含めてお考えください｡　　　　

原田委員　　　国保税について、低所得者の負担が重いといつも言っているが、19年度中に減免制度の適用が認められたのは何人くらいですか｡また減免した金額は。保険税収入の内どれくらいの率ですか。
住民課長　　　２月末で15件申請があり､14件認められました｡金額では28万8,100円、率では0.045％です。

原田委員　　　減免申請の大まかな内容は。

住民課長　　　14件のうち10件は失業による所得減､あと4件は刑務所に収監されたということです。
原田委員　　　現在滞納者数は18年度に比べ増加していますか｡また減免を受けるには税申告が必要だが、窓口に来た人に制度活用のため具体的な援助はしていますか｡　　

住民課長　　　滞納者については比較できていませんが､１月末の収納率は前年比0.04％低下しています｡100万円以下の収入の方は申告義務がありませんが､減免制度を受けるために申告のお願いはしております｡
原田委員　　　法定減免の適用を受けた人はいるんですか｡
住民課長　　　納税相談の折に所得がないことを確認した場合、税申告することで軽減を受けられることを説明しています｡軽減分を補填する制度である基盤安定の負担金については今年度0.56％減額になります｡

委員長　　　　他にございませんか。なければ質疑及び意見は以上で終了いたします｡続いて討論採決を行います。

最初に反対討論を行います。ございませんか。

　　　　　　　無いようですので次に賛成討論を行います。ございませんか。

無いようですので採決を行います。議案第10号平成19年度長久手町国民健康保険特別会計補正予算（第1号）について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第１０号は原案のとおり可決することに決しました。

議案第１８号

委員長　　　　次に議案第18号長久手町国民健康保険条例の一部を改正する条令についてを議題といたします。議案第18号について、執行部の説明を求めます
住民課長　　　議案第18号について説明

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第18号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑のある委員は挙手を願います。

原田委員　　　前回出産手当が30万円から35万円に増額した時、他市町は葬祭費を減額したが長久手は減らさず出産手当だけ増額しました｡今回なぜ減額するのか｡本来長久手町で実際にかかる火葬費はいくらくらいですか。

住民課長　　　本町の住民が名古屋市で火葬すると大人で5万円､瀬戸市では3万円かかります｡　

原田委員　　　市外の人は割増料金を取られるんですね｡医療費の支給は削られ､高い保険料を払って死ぬ時も値切られるということはあってはならない。減額せずにおいてはどうですか。
住民課長　　　他の被用者保険についても一律５万円ということで、長久手の国保だけ６万円ですと不公平になります｡　

伊藤委員　　　国が健康保険法に基づいて保険給付費を下げる理由は｡
住民課長　　　健康保険財政が切迫しているためと理解しています｡　　

伊藤委員　　　町では火葬補助金として埋め合わせするという考え方でいいですね｡
委員長　　　　他にございませんか。なければ質疑及び意見は以上で終了いたします｡続いて討論採決を行います。

最初に反対討論を行います。

原田委員　　　後期高齢者制度が5万円にしたということで、命にも値段の差をつけるのかと反発が起きています｡せっかく町も去年６万円で維持してきたことですし、実費がそれ以上かかるということであれば、現状維持でさしつかえないと思います｡減額については認めることはできません。

委員長　　　　他にございませんか。無いようですので次に賛成討論を行います。ございませんか。

伊藤委員　　　本町だけで国保会計等全て維持するのは難しく､やむをえない部分がある｡その代わり他の事業で対策していることを評価して賛成します｡　

委員長　　　　その他ございませんか。無いようですので採決を行います。議案第18号長久手町国民健康保険条例の一部を改正する条令について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手多数であります。よって議案第18号は原案のとおり可決することに決しました。
（反対：原田委員）
ここで暫時休憩とします。

　　　　　　

午前１０時５９分　　休憩
午前１１時１２分　　再開
議案第３号

委員長　　　　休憩前に引き続き会議を開きます｡次に議案第３号平成20年度長久手町老人保健特別会計予算を議題といたします。議案第３号について、執行部の説明を求めます。
福祉課長　　　議案第３号について説明

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第３号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑のある委員は挙手を願います。ございませんか。

原田委員　　　３月の支払分が発生するので１か月分だということですが、医療費は請求が２か月程遅れるのではないですか｡なぜ３月分だけなんですか｡
福祉課医療係長　確かに２か月遅れて請求が来ますが､２月分は平成19年度分で支払います｡　　　

原田委員　　　出納閉鎖が5月31日なのでそれまでに19年度分として支払うということですね｡　　

委員長　　　　他にございませんか。なければ質疑及び意見は以上で終了いたします｡続いて討論採決を行います。

最初に反対討論を行います。ございませんか。

無いようですので次に賛成討論を行います。ございませんか。
無いようですので採決を行います。議案第３号平成２０年度長久手町老人保健特別会計予算について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第３号は原案のとおり可決することに決しました。

　　　　　　　

議案第８号

委員長　　　　次に議案第８号平成20年度長久手町後期高齢者医療特別会計予算についてを議題とします。議案第8号について執行部の説明を求めます。

福祉課長　　　議案第8号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第8号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑のある委員は挙手を願います。ございませんか。

原田委員　　　後期高齢者医療制度は広域連合でやるわけですが、町で保険料は決められない､私たちは関与できないということですね｡　

福祉課長　　　保険料の決定は連合会の事務になりますので、意見は代議員から発言していただくということ、それ以外の苦情は私たちを通じて連合会に上げるという形になります｡
川本委員　　　今までのように身近な形で話をすることがほとんど不可能になった｡真の声を届けることが難しくなるのは間違いないと判断するがどうですか。　　　

福祉課長　　　苦情等の窓口は市町村になっています｡町で判断するのは難しいですが広域連合に協議しながら速やかに回答したいと思っております｡
原田委員　　　所得で細かく保険料の負担があり、また75歳で区切られ、今までの国保のように世帯単位でなく個人単位となるのでややこしい｡75歳以上の人は所得の申告を１回もしたことない人が多いと思いますが､広域連合が保険料を算定する際、町は町民の情報を適確に把握し申告をしたことがない人たちにどう分かり易く説明するのですか｡　　

福祉課長　　　分かりづらい制度ではありますし、簡易申告の形でこちらから連絡をしながらやっていきたい。通常ですとゼロ申告になりますが､簡易申告を考えていきたいと思っています｡

原田委員　　　簡易申告ではなく、様々な控除も含めきちんと所得申告してくださいと指導しないと権利が守れない｡年金をもらっていない方を扶養している息子さんたちなどにもきちんと説明しないといけない。説明会を１度もしていないが､来年度の徴収費や総務管理費の中で周知徹底する努力は特別会計に組んでいるんですか｡　　　　

福祉課長　　　啓発については、制度自体非常に分かりづらいものですので、基本的なことは広報8月号､２月号、またケーブルテレビでも分かり易く説明しています｡あらゆる機会を通し出前説明会も行っています｡ただ、１回の説明会では理解できないほど細かく、特に個々の問題になると難しいですが､今もかなり問い合わせがあり、それぞれお答えするという形で対応していくのが一番いいかと思います｡
川本委員　　　広報では高齢者にとって理解が難しい｡行政で指導する場を回を重ねて設けるべきだと思う｡　

福祉課長　　　普段から注意しながら行っています｡要請があれば出向いて行ったり個々に問合せがあれば計算させていただきたいと思っています｡

原田委員　　　来年度の保険料の通知はいつ頃発送するのか｡　　

福祉課長　　　4月上旬頃になります｡

原田委員　　　4月分の年金から天引きするということだが、天引きと同時に通知するということですか。75歳以上の人は3月31日までに医療証が届いて自分が対象だということを知り、4月上旬に通知がきたときは､もう年金から引かれていると。3月中旬くらいに通知すべきではないですか｡　

福祉課長　　　まず保険証は今日発送準備をしています｡保険料の特別徴収ですが、4月に仮算定で行い、本算定は７月で､そのときに本算定額を通知します｡愛知県内同じ流れでやっております｡
原田委員　　　4月分と6月分を年金から引くときは仮算定で､8月分は本算定､過不足を計算するということですね｡年金から天引きできない人へは4月中に通知､納付書を送るんですか｡支払方法はどのようですか。　　

福祉課医療係長　天引きできない人については､７月始めに仮算定で通知します｡４月には通知はしません｡
伊藤委員　　　健診事業について、集団でなく個別で行うということだが、健康指導はどのように行うのですか｡　　　　

福祉課長　　　もともと75歳以上の健診は法律では努力義務になっています。それを受け愛知県の広域連合は実施する方針で、町に委託する形になります｡町も従来の内容を落とさない方針でやっていきます。特定健診のように義務ではありませんので、要望がありましたらさせていただきますが、全ての方の事後の聞き取りをすることはありません。
伊藤委員　　　財源は。どこが行うのですか｡　　　　

福祉課長　　　財源は見込んでおりません｡町で相談を受けることになります。
委員長　　　　他にございませんか。なければ質疑及び意見は以上で終了いたします｡続いて討論採決を行います。

最初に反対討論を行います。ございませんか。

原田委員　　　後期高齢者医療制度は中止すべき｡年齢によって医療に差別し、今回の特別会計にしても直接私たち議員が保険料等議論できないシステムであります。町民75歳以上の方たちの権利を守るためにも認めるわけにはいきません。

委員長　　　　その他ございませんか｡無いようですので次に賛成討論を行います。ございませんか。

無いようですので、採決を行います。議案第8号平成20年度長久手
町後期高齢者医療特別会計予算について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

挙手多数であります。よって議案第8号については原案のとおり可決することに決しました。

（反対：原田委員）
　議案第１９号

委員長　　　　次に議案第19号長久手町遺児手当支給条例の一部を改正する条令についてを議題といたします。議案第19号について、執行部の説明を求めます。
福祉課長　　　議案第19号について説明

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第19号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑のある委員は挙手を願います。ございませんか。

原田委員　　　なぜ月額500円の増加にとどまったのですか｡またもらった人はどのように使っていると認識していますか｡

福祉課長　　　500円の増額の理由ですが、近隣を参考に申しますと、尾張旭市で小学生2,500円、中学生3,750円とその年齢に限って出しています｡日進市が3,500円、豊明市2,500円、東郷町2,000円、18歳到達前までとなっています。愛知県下全部調べましたら、概ね2,500円から3,500円ということで、今回私どもでは500円が妥当だと考えました｡使途については､それぞれ有効にお使いいただいているものと思います｡
原田委員　　　近隣から比べても決して高くはない｡小中学校で必要な学用品など換算して、１ヵ月いくらと基準を立てれば3,000円という金額をもっと増やすべきだと思います｡何に使ってもらうかという位置付けがあれば他の町民も納得できると思うがどうですか｡
福祉課長　　　単価については各自治体様々な考え方があり、瀬戸市は義務教育までで2,000円、私どもは国・県が考えている18歳を基本とし、ならして今回3,000円とするわけですが、全体からみて同じような流れになっています｡
原田委員　　　お父さんがいなくなった場合、母子家庭の収入は大変厳しく、２か所３か所かけもちして生活費を稼ぐことも多い｡どういうところにこの費用を､と考えることが必要では。また18歳まで支給で、ならして3,000円ということですが、上に行けば行くほどお金が必要になるわけですから早くから5,000円支給するなど考え方を発展させてはどうですか｡
福祉課長　　　まず、町はそれぞれ単独補助でやっており、手当がない自治体もあります｡基本として国の児童扶養手当､県の遺児手当が支給されており､金額も大分違います。町手当がすべてに影響するということはなく､町でできる範囲で援助していきます。　

副委員長　　　町長マニフェストの中でも“子供スクスク”を挙げられ、近隣市町の状況からみても子どもに関することは町はずば抜けてやっている。急にベースアップするのは抵抗があって500円に据え置かれたかと思いますが、町長は今後3,000円で打ち止めという認識ですか｡　　　
町長　　　　　将来的なことはまだ考えておりませんが､少しでも子育てのお役に立つということで、医療費も全額補助と、子育て支援に関しては財政的に精一杯の努力をしています｡本人が生活力をつけていただくことにお役に立てばと期待しております。　　

委員長　　　　他にございませんか。なければ質疑及び意見は以上で終了いたします｡続いて討論採決を行います。

最初に反対討論を行います。ございませんか。

　　　　　無いようですので次に賛成討論を行います。ございませんか。

無いようですので採決を行います。議案第19号長久手町遺児手当支給条例の一部を改正する条令について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第19号は原案のとおり可決することに決しました。

ここで暫時休憩とします。

　　　　　　

午前１１時５３分　　休憩

午後　１時０５分　　再開

議案第２４号

委員長　　　　休憩前に引き続き会議を開きます｡次に議案第24号財産の買入れについてを議題といたします。議案第24号について、執行部の説明を求めます。
社会教育課長　議案第24号について説明

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第24号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑のある委員は挙手を願います。ございませんか。

原田委員　　　これで3回に分け購入してきた最後になると思いますが、土地の値段の上昇はなかったですか｡また資料室を購入してから5年間はさわることができないと聞いていたがその期限はどうなったでしょうか。
社会教育課長　土地の単価は前年と同額です｡資料室は購入して5年経ちますので、そうした条件は外れます｡　　　

原田委員　　　これまで購入にあたって国から半額補助がくるということでしたが､今回も国の補助が確保できたから購入したということでいいですか。　　
社会教育課長　国からの補助は8割で､今年の補助額は確定しています｡
議長　　　　　ここにある103番と108番はもう買ってあるんですか。
社会教育課長　以前から町のものになっています。
議長　　　　　道に挟まれた部分全部ということですね。
社会教育課長　そうです。　　　　

委員長　　　　他にございませんか。なければ質疑及び意見は以上で終了いたします｡続いて討論採決を行います。

最初に反対討論を行います。ございませんか。

無いようですので次に賛成討論を行います。ございませんか。

無いようですので採決を行います。第24号財産の買入れについて原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第24号は原案のとおり可決することに決しました。

議案第２０号

委員長　　　　次に議案第20号長久手町後期高齢者医療に関する条例の制定についてを議題といたします。議案第20号について、執行部の説明を求めます。
福祉課長　　　議案第２０号について説明

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第20号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑のある委員は挙手を願います。ございませんか。

原田委員　　　第１条に根拠として平成19年愛知県後期高齢者医療広域連合条例第3１号の定めのほか、とあるがこの条例の審議にあたっては､広域連合に定めがあるという説明がないとどういうことか分かりません｡制度の実施や保険料の決定は広域連合で､町は通過地点､窓口になるが、町民は私たちに苦情や問題を訴えにきます。町は広域連合やこの条例に基づきやっていると言えるが私たちは逃げられない｡この制度がどういうものか説明がないと賛成できません｡
福祉課長　　　経過についてはご説明し、承認いただいていると認識して条例提案させていただいております。今後苦情等もあると思いますが､ご質問があれば広域連合と協議しながら速やかに回答したいと思っております｡
原田委員　　　第２条の２に保険料の額にかかる通知書の引渡しという規定があるが、町が通知を出すわけですから、保険料はどう決められるかという説明はないですか｡
福祉課長　　　広域連合の議会の中で慎重審議の上決まっております｡
原田委員　　　保険料は所得割と均等割により決められ､また所得に応じ減免制度があるが、無年金で所得がない75才以上の人の保険料を払うのは息子さんたちであり､それと別に若い人は支援金として余分にお金を出さなければならない｡そういう保険料の決め方をどう説明するんですか｡
福祉課長　　　後期高齢者医療につきましては、少子高齢化に伴い高齢者医療費が増大するため、安定した運営をすることを大前提として、平等な部分を前面にこの制度ができたと考えます｡支払うお金がないという場合は条例
　　　　　　第４条第２項に当該被保険者又は連帯納付義務者とあり、いずれかで払っていただくことになります。ゼロの方でも医療費は使われますので、負担はしていただくことになります｡　　　

原田委員　　　今までは子どもの扶養になっていれば保険料は不要でした｡全く収入のない人から保険料を取ることは平等ではないし持続的発展でもない｡
福祉課長　　　ゼロというわけにはいかないので軽減措置で対応します｡災害、失業、障害の場合以外は払っていただくという制度です。将来安定的な医療費の財源を確保するという目的のもとに行っております｡
原田委員　　　国会で後期高齢者医療制度廃止の法案が出ています｡自民党、公明党は半年扶養家族の保険料は取らない､次の半年は９割免除すると言っていますが、高齢者の数が増え医療費が増えれば､長久手がいくら高齢者医療費を抑えても愛知県単位で２年後には介護保険と同じように大幅に引上げられる｡75歳になると医療に差別が持ち込まれるということです。昔65才以上の医療費を無料にしたことがありましたが、長生きして75才になったので無料にしますという制度と全く逆のことをやっているのでは。
福祉課長　　　高齢者医療の長い歴史の中でそうした時代もありましたが、急激な高齢化で政府も後手に回っているということだと思います｡安定を図るため、ある意味仕方がないことと認識しています｡
原田委員　　　第２条第5号保険料の減免について、こういう制度があることを知らない､申請したことのない人がたくさんいる。申請書を受取る際一人一人様々なことを聞き取ってきちんとやれるんですか。　

福祉課長　　　第2条第３号の徴収猶予や減免について、私どもが窓口になりますので、払えないという事案が出た場合などは個々に協議していただくしかありません｡ケースバイケースで相談に応じます｡　

原田委員　　　第６条の延滞金について、連帯納付義務者とは誰ですか｡
福祉課長　　　配偶者または世帯主です。
原田委員　　　まったく収入のないお父さんを扶養していたり、ワーキングプア、生活保護以下の収入しかなく保険料を納められない人を救済する制度は。
福祉課長　　　すぐに延滞金を徴収するのでなく、相談に乗り、必要なら生活保護やそれ以外の方策を協議し考えます｡　

原田委員　　　附則によると、被扶養者であった被保険者は第１期から第３期の間は徴収を行わず第4期から徴収を開始するとあるが、国が決めたことによって徴収する、国が決めたことでどうでもいける条文になっているんですか。　
福祉課長　　　国が定めた方法によって、半年は徴収せず半年は9割補助、1割負担していただくという意味です。
原田委員　　　第４条保険料の納期によると第1期から第8期までの内、３月から６月の４か月納期がない。4回抜ける分は第１期から第８期に加算されるので金額的には大分増えると思いますが、半年間、1年間納付しないと資格証明書という格好になるわけだが、町の場合どうなるのですか｡
福祉課長　　　滞納がありましたら資格証明書という形になると思います｡　

原田委員　　　資格証明書は条例になく法律に書いてあるので、町は事務執行者として広域連合から1年間滞納した人の連絡があればその人を窓口に呼んで資格証明書を渡すんですか｡
福祉課長　　　やみくもに資格証明書を出すというのではなく、資力がありながら滞納しているというのが要件になりますので、事情をお聞きしてどうするか広域連合と協議します。すべて一律に行うわけではありません｡
委員長　　　　この後期高齢者にしても介護保険にしても業務が非常に増えていると思います。先日夜間の状況をみる機会があり住民課、福祉課等大勢が時間外業務を行っていました｡昼間のサービスに影響はないですか｡

福祉課長　　　医療係は医療制度変更の最後の追い込みであり、福祉係等は３月の年度末には毎年時間外業務を行っております｡

委員長　　　　時期だけの問題ですか｡

福祉課長　　　医療係は先に申し上げた理由があり、福祉係等は毎年年度末・年度始めに事務量が増え時間外で対応しています｡

委員長　　　　町長は理解していますか｡

町長　　　　　４月に異動を控え、特に今年は機構改革があってどこの課でも昼間できない仕事を残業して準備しています｡できるだけ残業はないように指導しております｡しかしあくまで議題は後期高齢者医療の審議ですので外れないようお願いします｡　　

委員長　　　　他にございませんか。なければ質疑及び意見は以上で終了いたします｡続いて討論採決を行います。

最初に反対討論を行います。ございませんか。

原田委員　　　後期高齢者医療制度は、75歳以上の方を差別するものです。75歳になったら医者に行かない､入院したら早く退院する、薬は最小限にする、病院で死なない、延命治療をしないことを強制するものです｡この条例ではこういう中身にふれることもできない｡医療差別だとして国会でも野党４党が条例廃止の法案を出しています。以上のことからこの町の条例についても反対します。

委員長　　　　他にございませんか。無いようですので次に賛成討論を行います。ございませんか。

無いようですので採決を行います。議案第20号長久手町後期高齢者医療に関する条例の制定について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手多数であります。よって議案第20号は原案のとおり可決することに決しました。
（反対：原田委員）
議案第７号

委員長　　　　次に議案第７号平成20年度長久手町介護保険特別会計予算についてを議題とします。議案第７号について執行部の説明を求めます。

福祉の家局長　議案第７号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第７号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑のある委員は挙手を願います。ございませんか。

原田委員　　　歳入の面からみて、介護保険は3,980万円減額している。激変緩和措置が終わって当然大幅に増えると予測していたが､減った原因は｡　　
福祉の家局長　当初激変緩和措置は平成19年度に終わるということでしたが、上程している条例を認めていただければ平成20年度も継続していきます。歳入が減った理由ですが、第３期平成18・19・20年で今期が計画の中で最後の年にあたります。18・19年と歳入は最後に補正をしている状況でしたので、最後に足らなくなることがないよう安全を考え出しました｡足らない部分は基金から入れています｡保険料の伸びについては、当初高所得者を多く見込んでいましたが、ここ1・2年の実績をみますと実際より多く見込んでいたようなので、できるだけ安全をみてこうさせていただきました｡
原田委員　　　介護保険のしおりに財源が書いてありますが､今後3年間の予算額はどのようになるか試算してみました｡局長は割合が下がると言われたが､３年間の平均で介護保険料23.08％。本来は19％です。それから国庫支出金、国は本来25％にするといって20％になりましたが、国からもらうお金は18.30％しかない。支払基金交付金からは31％もらいます。それが29.60％。その代わり県が12・5％のところ13・9％に。町も13.58％。去年介護予防サービス事業などやりませんでしたので、お金が残って基金を積み立てました｡基金から6,277万円取り崩します｡これは基本的に介護保険料で残った分の金額だと思います｡そうすると１号被保険者の方が出したお金の割合は24.5％になります。全然話が違うが､どういうことですか。
福祉の家局長　議員指摘されるとおり、歳入で調整交付金が本来５％まで国からいただけると、ここにも国の負担分は25％と書いてございますが、実際は20％が国、調整交付金につきましては自治体の介護特会の情勢に基づいて交付されてくるものです。本来５％ですと長久手町は7,175万円をいただけるということですが実質見込んでいるのは22万円、そのためこの５％が1号被保険者に上乗せされると24％になります。　
原田委員　　　本来この基金から入れる分6,277万円を１号被保険者の保険料の減額に回さなければいけないのではないですか。
福祉の家局長　基金については、介護特別会計の安定のために積み立てているものです｡この3か年の給付費の状況をみまして､保険料が余れば次の3か年に回し、介護保険料は返還という制度がありませんので、次の介護保険料がその分安くなります｡
原田委員　　　歳出について、平成18年度の決算で介護予防サービスが計画通り実施できなかったこと、法律の改正によって介護度1･2の方たちが要支援1・2に認定が変えられ､受けられるサービスが受けられなくなったことが明らかになりました｡19・20年度と介護予防サービスを充実するということですが、どこが充実したんですか｡
福祉の家局長　介護予防サービスについては、今年度は前年度比40.8％増予算を組んでいます｡昨年度は4,295万5,000円、今年は6,050万円の予算を組んで給付したいと考えております｡
原田委員　　　地域支援事業費の介護予防事業費、介護予防特定高齢者施策事業費は前年度比968万円増え、介護予防一般高齢者施策事業費は145万円減りました｡増えた分はあったかサロン送迎委託等、生活機能評価委託等委託料が10万円だったのが970万円に増えている。委託が大半ですがどういう内容ですか。また私たちは介護予防一般高齢者施策事業の方が介護予防に役に立つと思うが減っています｡この違いについて説明を｡　

福祉の家局長　まず委託977万4,000円と増えた理由ですが､特定高齢者のスクリーニング費用を960万円ほど見込んでいます。これは要介護を除く65歳以上の方の生活機能を評価して特定高齢者を選別しその結果を事業で使っていくものです。大きく伸びた理由は、4月1日から新たに各保険者が特定健診を行いますが､その前に65歳以上の方の生活機能評価をし介護にならないよう事業を行います｡平成19・20年度につきましては、アクア事業や口腔ケア、栄養改善等、同じ6事業を予定しておりますので後退しているわけではありません｡
原田委員　　　スクリーニングとは具体的にどういう所に委託をするんですか。また一般高齢者施策は後退しているわけではないと言われたが、事業費は報償費も委託料も減っている。どういうことですか。　

福祉の家局長　25項目のチェックリストを行い､基本的な健康診断を受けていただく委託先は町内の医師です｡健康課の集団健診でもやっていきたいと思います。健康診断の業者に委託し、福祉の家でも生活機能調査をさせていただきたいと思います｡全ての方に受けていただくのは難しいと考え、40％ほど見込んであります｡事業費は前年度と比べ減っておりますが事業の内容は減ってはいません｡
同事業係長　　事業費が減ったのは講師の報酬を精査し見直したためです。生活機能評価については特定健診と合わせて医師に問診をしていただき、身体測定､血圧、血液検査等を評価してスクリーニングを行い、特定高齢者を把握して事業参加の呼びかけをします。20年度は特定高齢者を把握することに力を入れ、介護にならないような事業を行います｡
原田委員　　　今まで保険料を払うだけで介護に関係ないと思っていた方たちに来てもらって、介護保険のお金で事業を行うのは大事なことだと思いますが、これまで参加を呼びかけても出てこられなかった人たちを特定高齢者と認定して、どう事業へ参加をしてもらうか。ボランティアの協力も得て計画を進めることも考えていますか｡　
福祉の家局長　特定高齢者の選定ですが､18年度が46人､19年度が300人と、スクリーニングは増えていますが､事業に参加される方は本当に少ないです｡例えば口腔ケアの講座など非常に効果的で､特定高齢者だけではなく一般の方にも参加を呼びかけています。本当はもっと特定高齢者の方に参加していただきたいのですが、認定されても「私は大丈夫」という気持ちがあって難しいところがあります｡もっと福祉の家でも宣伝していきたいと思っています｡
原田委員　　　５款2項包括的支援事業の介護予防ケアマネジメント事業費について、ケアマネージャーが要支援1・2の人の介護予防計画を作りますが、介護度が低い人の文書作成料は安く、やりたがらないのが一般的｡町は社会福祉協議会に地域包括支援センターを委託していますが、そういう人の文書作成費用の補助をしてはどうですか。また介護事業者、介護労働者の賃金が安く、働き手がいないというのが社会問題になっていますが、施設を造っても働く人がいなければ宝の持ち腐れになります。介護労働者の待遇をよくするために施設に補助金を出すなど何か対策をとらないと町の介護サービスは崩壊することにもなりかねない｡地域支援事業費の中で検討していきませんか。
福祉の家局長　18年度19年度の要支援1･2の増加ですが､要支援１については12月現在で18年度が53件､19年度は70件と17件増え、要支援２については18年度90件が139件と49件増えています｡町としても要支援の方の増加によって介護予防の対策を立てております｡要支援1・2の単価が低く、ケアマネージャーの方が計画を作るのを拒んでいるとは考えておりません｡
　　　　　　　事業所で働いている方の職の補助の件ですが､全国の状況を調査し、東京都千代田区でそういう事業を行っていると聞いてはいますが､千代田区は物価が高く労働者が集まりにくいという理由があるようで、今後そうした動きを考えながら検討していきたいと思っております｡
委員長　　　　他にございませんか。なければ質疑及び意見は以上で終了いたします｡続いて討論採決を行います。

最初に反対討論を行います。ございませんか。

原田委員　　　介護保険料の負担は当初の計画から大幅にかいりして1号被保険者の方の負担が増えている。サービスを受ける側も実態はサービスが受けられないしくみになっていることから、社会的に介護を担うという当初の目的から大幅に後退しています｡国が金額を削減してきたことが原因ですが､運営自体は町ですので、様々な援助や制度を考えていくべきですが、それがみられない。従って賛成するわけにはいきません｡
委員長　　　　その他ございませんか｡無いようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

無いようですので、採決を行います。議案第7号平成20年度長久手町介護保険特別会計予算について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

挙手多数であります。よって議案第７号については原案のとおり可決することに決しました。
（反対：原田委員）
議案第１４号

委員長　　　　次に議案第14号平成19年度長久手町介護保険特別会計補正予算（第2号）についてを議題とします。議案第14号について執行部の説明を求めます。

福祉の家局長　議案第14号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第14号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑のある委員は挙手を願います。ございませんか。

原田委員　　　歳出で､介護保険給付費が２億円減りました｡居宅介護サービス、地域密着型介護サービスで１億9,788万円も減っています。局長は居宅介護サービス給付費が減った理由に、ケアプランの作成が当初より少なかったと言われたが、ケアプランの手間賃が安いため作らなかったということなのか、サービスを受けたいと言う人が少なかったのか。または　　計画をもらってもお金がなく全部使えなかったのか。分析はできていますか｡
福祉の家局長　ケアプランの作成件数については､要介護認定数で平成18年度は623人、19年度12月は622人で、介護認定が伸びていないのが大きな要因だと思いますが､介護予防事業の成果でこういう結果が出たのかは疑問ですので、今後分析していかなくてはいけないと思います｡
原田委員　　　介護サービスの利用が少ないのは、様々な制限をして使えないようにするためです。例えば同居家族がいると訪問介護サービスはできない、ショートステイも事情があって突然預けたいという人の利用は制限される、また介護度軽度の人もショートステイは受けられるはずだが、他の人が受けられないからと最初から拒否する｡そうしたことが町の介護サービスの中でおきていませんか。
福祉の家局長　町ではケアマネージャーの会議を開き、その中で同居家族の有無で一律にダメということではなく、相談があれば個々の内容によりケアマネージャーが判断しています。ぜひご相談ください｡またショートステイも有効期間の半数を超えないという規定がございますが、ケアマネージャーにご相談いただければ町でも判断させていただきます。
原田委員　　　ケアマネに気軽に相談すればいい、という周知はしていますか｡
福祉の家局長　ケアマネージャーの会のとき、そうした内容をお話し､利用者の相談を気軽に受けてくださいとお願いしております｡　
原田委員　　　介護度別のサービス利用実績を資料として作ってもらうことはできませんか。
福祉の家局長　以前からご要望がありますが、介護のソフトは県などから調査がある項目について組んであり､それだけ特別にソフトを変更すると費用がかかりますので、全体的にソフトを変える場合に考えたいと思います｡
委員長　　　　他にございませんか。なければ質疑及び意見は以上で終了いたします｡続いて討論採決を行います。

最初に反対討論を行います。

原田委員　　　介護保険は実態を知れば知るほど当初の目的を達成していない、お金のあるなしで利用が制限されることが明らかになってきていると思います｡従って今回の補正予算については認めるわけにはいきません｡
委員長　　　　その他ございませんか｡次に賛成討論を行います。ございませんか。

無いようですので、採決を行います。議案第14号平成19年度長久手町介護保険特別会計補正予算（第2号）について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

挙手多数であります。よって議案第14号については原案のとおり可決することに決しました。
（反対：原田委員）
議案第２２号

委員長　　　　次に議案第22号長久手町介護保険条例の一部を改正する条令の一部を改正する条令についてを議題といたします。議案第22号について、執行部の説明を求めます。
福祉の家局長　議案第22号について説明

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第22号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑のある委員は挙手を願います。ございませんか。

原田委員　　　政府はどうしてこんなことを決めたのか｡
福祉の家局長　公的年金の控除、課税限度額の廃止に伴って、多額の保険料になった方には問題があるため、期限を平成19年度までにしていましたが、それでは影響が大きいことから平成20年度も引き続きということです｡

原田委員　　　今回は政令ですから本来はやらなくてよかったと思いますが､平成21年、22年度は町として考えられますか。
福祉の家局長　厚生労働省では、平成21年､22年度については、介護保険のあり方検討会で検討するということで、激変緩和措置をとるということになれば引き続きの可能性はあります。

委員長　　　　他にございませんか。なければ質疑及び意見は以上で終了いたします｡続いて討論採決を行います。

最初に反対討論を行います。ございませんか。

無いようですので次に賛成討論を行います。ございませんか。

無いようですので採決を行います。議案第22号長久手町介護保険条例の一部を改正する条令の一部を改正する条令について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第22号は原案のとおり可決することに決しました。

議案第２１号

委員長　　　　次に議案第21号長久手町子育て支援センター条例の制定についてを議題といたします。議案第21号について、執行部の説明を求めます
児童課長　　　議案第２1号について説明

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第21号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑のある委員は挙手を願います。ございませんか。

原田委員　　　初歩的な確認ですが、対象者は18歳未満ですか｡

児童課長　　　子育て支援センターは、乳幼児を持つ保護者が主な対象です｡ただ事業の中身によって、子育て総合援護活動の支援になりますと、育児をお手伝いしたい人と子どもを預けたい人と相互に扶助するということで、小学校６年までの児童の保護者が対象になります｡第３号にある要保護児童は18歳未満の児童が虐待等された場合対象になります。
原田委員　　　午前9時から午後5時までの開館時間について、保育園に行っている乳幼児の保護者にも相談にきてもらいたいと思いますが､午後５時までの開館では働いている人の場合時間に間に合わないので、もう少し延長することは考えられませんか｡運営委員会の改正はどのようになりますか。
児童課長　　　開館時間については、電話での相談も受付けており､また土曜日も開館しますので、働いている方にも対応できると思います｡また現在運営委員会を設置する計画はありません｡
副委員長　　　子育て支援センターが旧児童館の所に作られますが、いま青少年児童センターの利用率は乳幼児とその保護者が52％。子育て支援センターと青少年児童センターとの子育て支援に関する連携はどのように図るのでしょうか。
児童課長　　　青少年児童センターには乳幼児と保護者の方がたくさん来てみえます。車でくる方が大部分ですが、駐車場は16台分しかありません｡役場敷地内には名鉄バス、Nバスのバス停や自転車置き場がありますので、たくさんの方が集まるにはこちらの方が便利であると認識しておりますし、青少年児童センターを含め児童館には子どもを遊ばせにくるところ、子育て支援センターは親同士の交流の場所と、ある程度住み分けはしていきたいと思っております｡また青少年児童センターや各児童館でも簡単な相談はお受けします｡保育士の資格をもつ者が一人しかおりませんが、そちらで対応できなければ支援センターに案内をすることになると思います｡事業についても各児童館に出前で行って､親子遊びなどができると考えております｡
副委員長　　　児童センターで悩んでいる人がいれば､コ－ディネイトをすることはできるということですね。
児童課長　　　児童館でも職員が対応します｡
委員長　　　　他にございませんか。なければ質疑及び意見は以上で終了いたします｡続いて討論採決を行います。

最初に反対討論を行います。ございませんか。

無いようですので次に賛成討論を行います。ございませんか。

無いようですので採決を行います。議案第21号長久手町子育て支援センター条例の制定について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第21号は原案のとおり可決することに決しました。

委員長　　　　次に、閉会中の継続調査についてお諮りいたします。

　　　　　　委員のお手元に配布してあります継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査したいと思いますが、ご異議ありませんか。

　　　　　　（異議なしの声あり）

　　　　　　　ご異議ないものと認めます。継続調査申出事件一覧表を私から議長に申し出ておきますから、ご了承願います。

なお、委員長報告は委員長と副委員長に一任していただけますか。ご異議が無いようですのでそのように取り計らいさせていただきます。以上をもちまして民生文教常任委員会を終了します。

午後２時５０分　　閉会

以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２０年３月１３日

民生文教常任委員会委員長　吉田ひでき
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